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職員の勤務労働環境の改善に関する要求書 

平素より職員の福利厚生や勤務労働条件の向上にご尽力いただき、ありがとうご

ざいます。 

標記のとおり、2023 年度の要求書を取りまとめましたので提出いたします。市民

サービスを維持し、さらなる向上を図っていくためにも、職員が健康で働き続けら

れることが重要であると考えていますので、真摯に受け止めていただき、実現に向

けて努力していただきますよう、よろしくお願いいたします。 

記 

１．行財政改革方針２０２５のもと、業務改革・人員削減が進められているが、慢性

的な残業、繁忙期の⾧期化を余儀なくされている部署もあり、事務の偏りや係間の

アンバランスを指摘する声やメンタルへの影響、事務の継承への不安などの声も届

いている。進めるにあたっては、職員の心身の健康を第一とし、業務量・職場実態

に応じた無理のない実施をすること。  

 

２．⾧期の休職者や年度途中の退職者がいる等により、恒常的に⾧時間の時間外勤

務が発生している所属では職員の負担が大きくなっている。迅速な代替職員の配

置、業務量や事務分担の見直しなども含め、勤務労働環境の改善に努めること。 

 

３．各区市税の窓口について、業務委託などによる見直しがなされるが、市税の窓

口の再任用職員の配置について、勤務労働環境が悪化することのないよう十分配

慮すること。 

 

 



4．会計年度任用職員並びに再任用職員の労働条件を引き上げること。 

 

５．業務端末の不足により、市民からの問い合わせや窓口対応に迅速に対応できない

事例や、繁忙期の入力作業を交代しながらせざるを得ないため時間外勤務が発生す

るなど、市民サービス、業務効率の低下を招いている部署には、十分な数の端末を

配置すること。 

 

６．税務部各課の現地調査先での市民や職場への連絡は、職員個人の携帯電話での

対応となっている。他部局では業務用携帯電話の配備がされている中、税務部に

おいても職員の個人情報保護及び通話料の個人負担をなくすため、業務用携帯電

話の配備を早急に行うこと。 

 

７．税務部の職場においては、業務端末による連続かつ大量入力作業が多く、近年の

デジタル化の推進や人員削減により、更に作業量が増大することが懸念される。職

員の目の健康を守るべく、ブルーライト軽減パネルや、大型ディスプレイの導入な

どの対策を講じること。 

 

８．近年、自然災害の規模が大きくなり、早急かつ相当数の避難所開設が求められ

ることが多いが、避難所運営の要を担う区役所職員が減少していく中、応援体制

における税務部職員のウエイトが高くなっている一方、この間の事務見直しによ

る減員等により今後十分な対応が難しくなると予測される。全市、部局を問わな

い応援体制について、これまで以上に柔軟にかつ能動的・積極的な体制の構築を

働きかけること。 

 

９．税務部が新⾧田合同庁舎に移転集約され３年が経ち、業務を行う上でフリーアド

レスの柔軟な運用見直しやレイアウト変更などの要望も出ている。また、こうべ・

だれでもトイレの複数階への設置、しょくしんＡＴＭ、窓口トラブル緊急対応の為

の執務室への連絡ブザーの設置など、市民サービスの向上や職員の福利厚生・安心

安全の向上を求める要望もある。今後も十分に職場の意見を聞き、市民サービスの

向上と職員が働きやすい職場へ改善すること。 

以上 


